
資料名 頁等 項目 訂正前 訂正後
資料－Ⅰ
事業契約書（案） 目次

第29条（瑕疵担保） 第29条（本施設の不具合）

資料－Ⅰ
事業契約書（案）

7 第29条 （瑕疵担保）
第29条　衆議院は、業務提供開始日までに、事業者が本契約
に基づいて維持管理・運営業務を実施できるように、本施設
を使用することができる状態にするほか、第３項ないし第５
項に規定する場合以外は本施設に関する瑕疵担保責任を負担
しないものとする。
２　事業者は、衆議院が事業者に対して本事業の入札手続に
おいて書面により提供した本施設の情報及び現場確認の機会
（以下、本条において｢前記情報等｣という。）から、合理的
に推測できる本施設の瑕疵については、自らの責任及び費用
において必要な対策を講じなければならない。衆議院は、前
記情報等から合理的に推測できる本施設の瑕疵に起因して発
生した損害については、補償しないものとする。
３　前記情報等から合理的に推測できなかった本施設の瑕疵
により、事業者が本施設を業務提供開始予定日から事業期間
の終了日までの日程により維持管理・運営できなかった場合
又は増加費用を負担した場合、衆議院はこれにより事業者が
被った損害又は増加費用を、合理的な範囲で事業者に対して
補償する。
４　衆議院から提供された前記情報等から合理的に推測でき
なかった本施設の瑕疵担保責任の請求期間は、業務提供開始
日から１年間とする。
５　衆議院は、第３項による場合のほか、業務提供開始日ま
で本施設を管理する責任を負い、本施設の状況が、本契約締
結時の状態と比較して悪化した場合（通常予想される性能劣
化等を除く。）には、事業者に対して、かかる状況を告知す
るものとする。この場合、衆議院は、事業者が被った損害又
は増加費用を、合理的な範囲で事業者に対して補償するもの
とする。ただし、かかる状況悪化の修補の方法、内容等は、
衆議院と事業者が協議により定めるものとする。

（本施設の不具合）
第29条　衆議院は、業務提供開始日までに、事業者が本契約
に基づいて維持管理・運営業務を実施できるように、本施設
を使用することができる状態にする。
２　事業者は、維持管理・運営業務の実施において、本施設
の不具合を発見した場合には、速やかに衆議院に報告すると
ともに、対応について協議する。

資料－Ⅰ
事業契約書（案）

12 第45条 事業者は、福利厚生業務を行うに当たっては、当該業務が公
共施設を利用した業務であることに充分留意し、これにふさ
わしい内容、品位及び秩序を保持することに努めなければな
らない。

事業者は、福利厚生業務を行うに当たっては、当該業務が公
共施設を利用した業務であることに十分留意し、これにふさ
わしい内容、品位及び秩序を保持することに努めなければな
らない。

衆議院議員会館維持管理・運営事業（第二期）　入札説明書・同添付資料の訂正表（第２次）
令和元年５月24日に公表した衆議院議員会館維持管理・運営事業（第二期）　入札説明書・同添付資料に関し、以下のとおり訂正します。
なお、令和元年５月24日付けで公表している入札説明書・同添付資料には訂正が反映されていませんので、必ずこの訂正表を参照してください。
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資料－Ⅰ
事業契約書（案）

25 別紙２ 56　本施設の不具合
　　「衆議院新議員会館整備等事業」において整備さ
　　れた衆議院議員会館の施工に伴う、当該事業の「
　　事業者の故意若しくは重大な過失により生じた場
　　合、又は住宅の品質確保の促進等に関する法律
　　（平成11年法律第81号）第94条第1項に規定された
　　構造耐力上主要な部分若しくは雨水の浸入を防止
　　する部分について生じた場合（構造耐力又は雨水
　　の浸入に影響のないものを除く。）」に生じた瑕
　　疵に相当する不具合をいう。

資料Ⅵ
基本協定書（案）

第７条第４項 落札者は、本協定に関して次の各号の一に該当したときは、
事業契約が締結される前であれば事業契約を締結しないこと
ができ、事業契約が締結された後であれば事業契約を解除す
ることができる。
　一　落札者（役員、従業員、代理人その他の者を含
　　　む。以下同じ。）について、刑法第96条の６若
　　　しくは第198条に規定する刑又は私的独占の禁
　　　止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独
　　　占禁止法」という。）第89条第１項に規定する
　　　刑が確定したとき。
　二　落札者若しくは落札者が構成事業者である事業
　　　者団体について、独占禁止法第95条第１項第一
　　　号又は第二号に規定する刑が確定したとき。
　三　公正取引委員会が、落札者に対し独占禁止法第
　　　７条の２第１項若しくは第２項の規定に基づく
　　　課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定
　　　したとき又は同条第18項若しくは第21項の規定
　　　により課徴金の納付を命じない旨の通知を行っ
　　　たとき（落札者が構成事業者である事業者団体
　　　について第８条の３の規定により第７条の２第
　　　１項及び第18項が準用される場合についても同
　　　様とする。）。
　四　公正取引委員会が落札者又は落札者が構成事業
　　　者である事業者団体に対し独占禁止法第７条第
　　　１項若しくは第２項（第８条の２第２項及び第
　　　20条第２項において準用する場合を含む。）、
　　　第８条の２第１項若しくは第３項又は第20条第
　　　１項の規定による排除措置命令を行い、当該排
　　　除措置命令が確定したとき。

衆議院は、本協定に関して次の各号の一に該当したときは、
事業契約が締結される前であれば事業契約を締結しないこと
ができ、事業契約が締結された後であれば事業契約を解除す
ることができる。
　一　本事業に関し、落札者（役員、従業員、代理人
　　　その他の者を含む。以下同じ。）について、刑
　　　法第96条の６若しくは第198条に規定する刑又
　　　は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する
　　　法律（以下「独占禁止法」という。）第89条第
　　　１項に規定する刑が確定したとき。
　二　本事業に関し、落札者若しくは落札者が構成事
　　　業者である事業者団体について、独占禁止法第
　　　95条第１項第一号又は第二号に規定する刑が確
　　　定したとき。
　三　本事業に関し、公正取引委員会が、落札者に対
　　　し独占禁止法第７条の２第１項若しくは第２項
　　　の規定に基づく課徴金の納付命令を行い、当該
　　　納付命令が確定したとき又は同条第18項若しく
　　　は第21項の規定により課徴金の納付を命じない
　　　旨の通知を行ったとき（落札者が構成事業者で
　　　ある事業者団体について第８条の３の規定によ
　　　り第７条の２第１項及び第18項が準用される場
　　　合についても同様とする。）。
　四　本事業に関し、公正取引委員会が落札者又は落
　　　札者が構成事業者である事業者団体に対し独占
　　　禁止法第７条第１項若しくは第２項（第８条の
　　　２第２項及び第20条第２項において準用する場
　　　合を含む。）、第８条の２第１項若しくは第３
　　　項又は第20条第１項の規定による排除措置命令
　　　を行い、当該排除措置命令が確定したとき。
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資料Ⅵ
基本協定書（案）

4 第13条第２項 第７条第４項第一号又は第二号の規定に該当し、かつ次の各
号の規定のいずれかに該当するときは、落札者は前項の金額
のほか、契約金額の100分の５に相当する金額を違約金とし
て甲が指定する期日までに甲に支払わなければならない。
　一　第７条第４項第三号に規定する確定した納付命令
　　　について、独占禁止法第７条の２第７項の規定の
　　　適用があるとき。
　二　第７条第４項第一号又は第二号に規定する刑に係
　　　る確定判決において、落札者のいずれかが違反行
　　　為の首謀者であることが明らかになったとき。
　三　落札者が衆議院に対し、独占禁止法等に抵触する
　　　行為を行っていない旨の誓約書を提出していると
　　　き。

第７条第４項第一号又は第二号の規定に該当し、かつ次の各
号の規定のいずれかに該当するときは、落札者は前項の金額
のほか、契約金額の100分の５に相当する金額を違約金とし
て衆議院が指定する期日までに衆議院に支払わなければなら
ない。
　一　第７条第４項第三号に規定する確定した納付命令
　　　について、独占禁止法第７条の２第７項の規定の
　　　適用があるとき。
　二　第７条第４項第一号又は第二号に規定する刑に係
　　　る確定判決において、落札者のいずれかが違反行
　　　為の首謀者であることが明らかになったとき。
　三　落札者が衆議院に対し、独占禁止法等に抵触する
　　　行為を行っていない旨の誓約書を提出していると
　　　き。

資料Ⅲ
提出書類の記載要領

様式15-3
添付①

財務計画
事業費の内訳
（収入計画）

資料Ⅲ
提出書類の記載要領

様式15-3
添付②

財務計画
事業収支計画

ア 維持管理・運営業務費

維持管理業務費

維持管理費

修繕費

清掃費

運営業務費

運営業務費

イ その他の費用

事業年度

費用 営業費用（適宜追加のこと）
維持管理業務費

維持管理費
修繕費
清掃費

運営業務費
事業者の一般管理費

ア 維持管理・運営業務費

維持管理業務費

維持管理費

修繕費

清掃費

運営業務費

受付業務費

駐車場管理・警備業務費

受付・駐車場管理・警備業務以外の運営業務費

イ その他の費用

事業年度

費用 営業費用（適宜追加のこと）
維持管理業務費

維持管理費
修繕費
清掃費

運営業務費
受付業務費
駐車場管理・警備業務費
受付・駐車場管理・警備業務以外の運営業務費

事業者の一般管理費

3 



資料Ⅲ
提出書類の記載要領

様式15-3
添付④

財務計画
維持管理・運営
業務費、その他
費用内訳

資料Ⅳ
ＰＦＩ事業費の算定
及び支払方法

1 （１）ＰＦＩ事
業費の内訳

「表１　本事業のＰＦＩ事業費の構成」の表内の運営業務費
の内訳の訂正

資料Ⅳ
ＰＦＩ事業費の算定
及び支払方法

4  (２)　維持管
理・運営業務費
及びその他の費
用の物価変動に
基づく改定

「表２　使用する指標」の表内の運営業務費の内訳の訂正

事業年度

運営業務費
運営費

受付業務費用
鍵管理業務費用
什器・備品運用管理業務費用
駐車場管理業務費用
会議諸室管理業務費用
国会健康センター管理業務費用
全般管理業務費用
選挙関連事務等支援業務費用
警備業務費用
※１

運
営
業
務
費 

運営業務費 ・受付業務費用 
・鍵管理業務費用 
・什器・備品運用管理業務費用 
・駐車場管理業務費用 
・会議諸室管理業務費用 
・国会健康センター管理業務費用 
・全般管理業務費用 
・選挙関連事務等支援業務費用 
・警備業務費用 
（福利厚生業務費用に係るものを除く。） 

 

項目 内訳 使用する指標 

①

維

持

管

理

・

運

営

業

務

費 

維持管理業

務費 

維持管理費 「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就

業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人

以上・厚生労働省） 

修繕費 「建設物価指数月報」：建築費指数/標準指数/事務

所 SRC 工事原価（建設物価調査会） 

清掃費 「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就

業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人

以上・厚生労働省） 

運営業務費 

運営業務費 

 

「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就

業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人

以上・厚生労働省） 

②その他の費用 
「企業向けサービス価格指数」－その他の専門サー

ビス（消費税抜、物価指数月報・日銀調査統計局） 

 

項目 内訳 使用する指標 

①
維
持
管
理
・
運
営
業
務
費 

維持管理業
務費 

維持管理費 「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就
業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人
以上・厚生労働省） 

修繕費 「建設物価指数月報」：建築費指数/標準指数/事務
所 SRC 工事原価（建設物価調査会） 

清掃費 「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就
業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人
以上・厚生労働省） 

運営業務費 

受付業務費 「毎月勤労統計調査 賃金指数」：調査産業計（就
業形態別きまって支給する給与・事業所規模 30 人
以上・厚生労働省） 駐車場管理・警備業

務費 

受付・駐車場管理・
警備業務以外の運営
業務費 

②その他の費用 
「企業向けサービス価格指数」－その他の専門サー
ビス（消費税抜、物価指数月報・日銀調査統計局） 

 

運
営
業
務
費 

受付業務費 ・受付業務費用 

駐車場管理・警備
業務費 

・駐車場管理業務費用 
・警備業務費用 

受付・駐車場管
理・警備業務以外
の運営業務費 

・鍵管理業務費用 
・什器・備品運用管理業務費用 
・会議諸室管理業務費用 
・国会健康センター管理業務費用 
・全般管理業務費用 
・選挙関連事務等支援業務費用 
（福利厚生業務費用に係るものを除く。） 

 

事業年度

運営業務費
受付業務費

受付業務費用
駐車場管理・警備業務費

駐車場管理業務費用
警備業務費用

受付・駐車場管理・警備業務以外の運営業務費
鍵管理業務費用
什器・備品運用管理業務費用
会議諸室管理業務費用
国会健康センター管理業務費用
全般管理業務費用
選挙関連事務等支援業務費用
※１
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資料Ⅶ
業績等の監視及び改
善要求措置要領

6 （２） 減額算
定及び罰則点の
付与のための区
分

「表1．支払区分及び対象となる事象」の表内の運営業務費
の内訳の訂正

資料Ⅶ
業績等の監視及び改
善要求措置要領

8 （４） 重大な
事象以外の事象
の評価（エネル
ギー使用量等の
評価を除く。）

「表2．改善勧告等を行った場合の罰則点」の表内の業務不
履行支払の訂正

運営業務費 運営業務に係る要求水準未達成（ただし、福利厚生

業務に係るものを除く。） 

 

  業務不履行 

支払区分 

Ａ 
改善勧告を行った場合の罰則点 

（下記Ｂに該当しない場合） 

１点 

Ｂ 

改善勧告を行った場合の罰則点 

（当該業務不履行が、当期又は前

２期の支払期内に発生した「重大

な事象」以外の業務不履行と同一

の支払区分に属する場合） 

３点 

Ｃ 再改善勧告を行った場合の罰則点 ３点 

 

受付業務費 受付業務に係る要求水準未達成 

駐車場管理・警備業務費 駐車場管理・警備業務に係る要求水準未達成 

受付・駐車場管理・警備業務

以外の運営業務費 

受付・駐車場管理・警備業務以外の運営業務に係る

要求水準未達成（ただし、福利厚生業務に係るもの

を除く。） 

 

  業務不履行 

支払区分 

Ａ 
改善勧告を行った場合の罰則点 

（下記Ｂに該当しない場合） 

１点 

Ｂ 

改善勧告を行った場合の罰則点 

（当該業務不履行が、以前に発生

した「重大な事象以外の事象」と

同一の内容（以下「重大な事象以

外の事象の再発」という。）で、

これが過去１年以内に認められる

場合） 

1 点＋（重大な事象以外の

事象の再発回数×１点） 

Ｃ 再改善勧告を行った場合の罰則点 ５点 
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